
１． 農業農村工学分野における地球環境研究の方向と課題

渡邉 紹裕

地球環境問題には，地球温暖化の影響評価や適応・緩和，生
物多様性や生態系の保全など，農業農村工学分野が解決に貢献
すべき分野も多く，責任も大きいが，具体的に課題が組織的に
設定されて，研究が着実に進展しているとは言い難い。この状
況に鑑み，農業農村工学会では「地球環境問題に関する研究推
進小委員会」を中心に対応を検討しているが，その中間まとめ
を軸に，研究展開の実態と喫緊に取り組むべき課題を整理し
た。本報では，その概要を紹介するとともに，地球環境問題の
性格とその取組みの課題を踏まえて，農業農村工学分野のビ
ジョンとして追究をめざしている「水土の知」の地球環境問題
への取組みにおける役割を論じた。

（水土の知７８―１，pp．３～７，２０１０）
地球環境，地球温暖化，生物多様性，農業農村工学，研

究課題，水土の知

２． 地球温暖化と農業農村整備における技術的対応

高橋 順二

地球温暖化に伴う気候変動により水の時間的・地域的な偏在
性が強まると予測される中で，農地・農業用水等の農村資源を
最大限に活かし，温暖化に対して強靱な地域社会を構築してい
くことが重要な課題となっている。本報では，まず温暖化に関
連する気象・水象や関係府省等の取組みを概括した。次に，農
業農村整備における温暖化リスクへの対応に当たっては，施
設・水管理等の既存の取組みの中やその延長上に適応・緩和の
視点を組み込むことや，相乗的に対策の効果を増進させる視点
を持つことが，現在の問題解決につながるとともに，将来の効
率的な対応策を検討する上でも有効であることを指摘し，当面
取り得る具体的な適応策・緩和策と技術開発の展開方向を提言
した。

（水土の知７８―１，pp．９～１４，２０１０）
気候変動，温室効果ガス，適応策・緩和策，水循環，水

資源，農地・水管理
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地球環境（地球温暖化）問題と農業農村工学

特集の趣旨
地球環境問題は，「人類史的」な課題としてとらえられるようになっている。たとえば，地球温暖化に伴う気候変動は，
地球規模の水循環変動の問題とも結びつき，また食料・エネルギー問題の側面もあって，人間の生存の基盤にかかわる課
題となっている。この問題には，気候変動に関する政府間パネル（IPCC）など国連の関連機関をはじめ，多くの国際的
な機関が，さまざまな側面から，異なる方法で取り組んでいる。こうした国際的な取組みには，政治的，あるいは社会経
済的な影響や貢献も大きいことから，多くの第一線の研究者が参画し，多額の研究費や活動資金が提供されている。
生物多様性の保全も，地球環境問題の中でも喫緊の課題として位置づけられ，農業・農村における対応も強く求められ
るようになっている。生物多様性条約の第１０回締約国会議（COP１０）が，２０１０年に名古屋市で開催されることになって
いて，これに向けて国内外の関心はさらに高まり，調査研究の成果やその公開・発信への期待が一層高まると予想され
る。
このほかの森林破壊や砂漠化なども，農業・農村の環境と深く関わる地球環境問題で，「全球地球観測システム」

（GEOSS）など地球規模の観測と情報整備の組織的な実行も含め，今後もその解決に向けての研究の展開には，農業農村
工学の貢献が強く求められている。
農業農村工学会においても，研究者やそれらが所属する大学などの研究機関だけでなく，技術者・実務者を含む多くの
会員が，地球環境問題に対する農業農村工学分野の取組みの必要性と貢献の可能性を，強く認識するようになっていると
考える。それは，地域のさまざまな環境問題に対する研究展開と事業施策の両面において，地球環境問題としての認識に
基づくアプローチを強化して，取組みを拡大する傾向にみられる。
こうした状況を踏まえ，農業農村工学会では，分野における地球環境研究を，今後どのように推進していくべきかを検
討するために，研究委員会に「時限的な」検討組織として，「地球環境（地球温暖化）問題に関する研究推進小委員会」を
設けて，現状の分析と研究課題の整理を行ってきた。今般，この小委員会の検討が進んで，中間的な取りまとめがなされ
たのを機会にして学会誌に特集を組み，農業農村工学分野における地球環境問題への取組みのこれまでの成果を振り返
り，今後の課題を洗い出すことにした。



３． 地球温暖化が流域水循環・食料生産に及ぼす影響

増本 隆夫

農業農村工学会の「地球環境（地球温暖化）問題に関する研
究推進小委員会」が，地球温暖化に関連して喫緊に取り組むべ
き研究分野として検討したいくつかの分野の中から，水循環変
動ならびに食料・エネルギー分野に焦点を絞り，現在進めてい
る。温暖化が流域水循環や食料生産に及ぼす影響の研究の現状
について紹介した。ここでは，各種農業水利用を組み込んだ分
布型水循環モデルやそれを基礎とした水－食料モデルの特徴を
示し，開発したモデルが将来の対策シナリオの検討や温暖化の
影響評価に利用できること，さらに実際にメコン川流域や関川
流域の温暖化による灌漑や灌漑施設に対する影響が具体的な数
値として示せることなどを明らかにした。

（水土の知７８―１，pp．１５～１９，２０１０）
気候変動，分布型水循環モデル，水－食料モデル，温暖

化実験，影響評価，適応策

４． 農耕地からの温室効果ガス発生緩和策

八木 一行

農耕地から発生する温室効果ガスである，二酸化炭素
（CO２），メタン（CH４），および亜酸化窒素（一酸化二窒素：N２O）
について，その発生・吸収と発生緩和策について，研究の現状
を紹介する。加えて，モニタリングとモデリングの連携，LCA
による総合的な評価，社会経済的評価の追加，発展途上国への
展開など，今後，必要な研究の方向について意見を示す。

（水土の知７８―１，pp．２１～２４，２０１０）
地球環境，温室効果ガス，発生緩和策，土壌炭素，メタ

ン，亜酸化窒素

５． 石川県における里山利用・保全の取組み

勝山 達郎・平山 周作・美作多加志

北出 一郎・家元 雅夫

石川県では，「里山」を，人と自然とが共生するモデルとし
て，未来の世代に継承していかなければならない貴重な「財産」
と位置付け，利用・保全する取組みを進めている。県行政にお
いては，県庁の部局横断組織として「里山利用・保全プロジェ
クトチーム」を設置し，モデル事業等に取り組んでいる。大学
においては，里山に関する調査・研究や人材育成の取組みが行
われているほか，H２０年４月には里山・里海の研究を行う国
連大学高等研究所の研究施設が金沢市に設置された。このよう
な中，農業農村整備事業では，従来からの取組みに加え，里山
の生き物に配慮した施設の整備や，里山の水と土に関する調査
を新たに進めている。これらについて概要を報告する。

（水土の知７８―１，pp．２５～２８，２０１０）
里山，SATOYAMA，生物多様性，部局横断，高等教育

機関，水土保全，農業農村整備

６． 衛星データによる農村生態系の地図化と
生物多様性の評価

高橋 俊守

生物多様性の保全は，持続可能な発展を維持するために取り
組むべき重要な課題の一つとされている。生物多様性を適切に
管理するためには，生態系の変化やそれに伴う生物群集のモニ
タリングが求められるが，これにリモートセンシングを適用す
ることができる。本報では，ASTERに着目し，二時期の衛星
データを用いて農村生態系の空間構造を地図化する基本的な方
法を紹介した。リモートセンシングは，農村生態系の空間構造
を，迅速に把握する有効な手法となる。リモートセンシングを
用いて生物群集の出現を効率的に予測することができれば，農
村生態系における生物多様性の維持管理計画を立案するために
有効な手段を得ることになるであろう。

（水土の知７８―１，pp．２９～３２，２０１０）
生物多様性，農村生態系，地図化，リモートセンシン

グ，衛星データ，ASTER

（報文）
地域バイオマスによる土壌炭素貯留に向けた技術開発の展望

山岡 賢・柚山 義人・中村 真人

木炭等の炭化物は固定炭素を多く含有し，農地施用すること
で土壌炭素貯留が期待される。しかし，農業生産の観点からは
炭化物を積極的に施用する費用対効果が見いだせない場合が多
い。著者らは，メタン発酵の残さである消化液の濃縮・減量の
観点から開発した新たな技術を，炭化処理と連携することで，
炭化物の農地施用を支援できる展望を得た。同技術では，消化
液中のアンモニア性窒素を抽出し炭化物に添着する。本技術を
適用した炭化物は，土壌施用後，短期的には窒素肥料としての
働きが期待され農業生産に貢献でき，長期的には炭化物本来が
持つ土壌改良効果が期待されるとともに，炭素貯留となること
が期待できる。筆者らが開発した手法および作成した計画案の
特徴を紹介する。

（水土の知７８―１，pp．３９～４２，２０１０）
地球環境，メタン発酵，炭化，消化液，土壌炭素貯留，

窒素，アンモニア

（報文）
国営総合農地防災事業「香川地区」における小川下池の改修

木下 勝義・山下 雄彦・橋本 里詩

国営総合農地防災事業「香川地区」は平成５年度に着工し
平成２０年度に完了見込みである。本事業では１９８カ所のため
池および関連施設を改修した。本報は本事業では最大級のため
池である「小川下池」の改修内容について報告するものである。
小川下池は昭和２０年代に築造された中心遮水ゾーン型フィル
タイプ，堤高２６．８mのため池である。後年，漏水対策として
カーテングラウチングが施工されており，現況堤体構造として
は特殊である。改修設計では堤体・底樋の現況調査や漏水経路
調査の結果を踏まえ，確実で経済的な前刃金タイプの改修工法
を採用した。現在，改修後の初期湛水中であるが，計測漏水量
は許容値の２０％程度となっている。

（水土の知７８―１，pp．４３～４７，２０１０）
ため池，老朽化，底樋，推進工法，刃金土，地山ブラン

ケット，ドレーン



（報文）
堰下流河床洗掘の発生メカニズムと深掘れ軽減対策

高井 和彦・三輪 弌

砂利採取や河道掘削に伴う河床低下によって堰下流河床の局
所洗掘が発生し，多くの堰でその安全が脅かされている。河川
には，淵と瀬をもつ砂礫堆が形成され，水流が左右に大きく蛇
行することから，堰下流の河床洗掘形状は，堰と砂礫堆との位
置関係で変化する。堰下流河床の局所洗掘現象を，水路実験に
よって，全体的な河床低下と３次元形状を持つ砂礫堆との両
面から分析し，現地事例との対応を明らかにした。次に，深掘
れ軽減対策として，現場で採用されることの多い護床工の延長
の効果について実験的検証を行った。この結果，２段式や斜路
式護床工により，深掘れ範囲や深さが軽減されることが確認で
きた。

（水土の知７８―１，pp．４９～５２，２０１０）
頭首工，砂礫堆，河床洗掘，河川災害，堰下流護床工，

水路実験

（技術リポート：北海道支部）
網走地域の傾斜畑における土壌流亡と保全対策

高木 優次・野本 健・谷口 博喜

自然環境・水産環境と近接する農村地域において，農地・土
壌の保全は，営農の持続のみならず，環境保全の視点からも重
要な課題である。北海道の網走東部地域において，圃場の土壌
流亡状況について現地調査を実施し，農業農村工学的対策およ
び営農的対策の評価を行った。その結果，土壌流亡状況では，
畑作地域の大区画傾斜圃場における侵食の多発，凹地形におけ
る集水によるリル侵食の発生などが確認され，大雨時には１０t
/haを超える流亡土量が発生した。また，対策としての勾配修
正時における凹地形の緩和，圃場内沈砂池や心土破砕の効果な
ども確認された。USLE（Universal Soil Loss Equation）の各
係数を評価し，本地域における対策が必要な土壌条件（土壌
統），地形条件などを明確にした。これらの圃場条件に応じた
農業農村工学的対策の実施および営農の継続が重要である。

（水土の知７８―１，pp．６２～６３，２０１０）
土壌保全，土壌侵食，USLE，リル侵食，傾斜畑

（技術リポート：東北支部）
日本酒および自然薯の雪室（ゆきむろ）貯蔵効果

五十嵐昭弘・遠藤 裕治

山形県は，全国でも特別豪雪地帯に地域指定されている市町
村が多いことから，平成１８年度に雪と共生した活力ある県土
づくりを推進するために「山形県雪対策基本計画」を策定した。
この基本計画の付加価値創出の取組みとして，平成２０年度に
雪室と電気冷蔵庫の保存特性に対する比較調査を，「日本酒」と
「自然薯（じねんじょ）」を対象に実施した。その結果，日本酒
（純米吟醸）では味覚値として，雪室の方が後味と関連する旨
味コク，苦味が低く，先味と関連する旨味が高かった。また，
自然薯では雪室の方が温湿度の変動が小さく，高湿度で貯蔵が
可能であることから，重量比の減少がほとんどなく，貯蔵４
カ月まで表皮劣化がみられず，商品の外観品質に優れた。

（水土の知７８―１，pp．６４～６５，２０１０）
雪室，雪むろ，自然薯，ジネンジョ，純米吟醸，貯蔵，

保存特性

（技術リポート：関東支部）
地すべり防止指定地域の旧水路トンネル微粉土グラウト閉塞工

諸田 正喜・中野 徳久

生枝地区水路は，沼田市内への農業用水および飲料水の供給
を目的とした延長約２１．１kmの用水路である。本水路は昭和
３２年に設置された後，近接する地すべり頭部が昭和４５年の地
震時に崩壊するなどによりトンネルの変状が進んだため，地す
べりの影響区間を特定し，新たにバイパストンネルを地すべり
影響範囲外に付替え，変状区間のトンネルに対して「微粉土グ
ラウト充填工」による閉塞処理を行った。本報では，この工法
を選定するに至った経過ならびに施工上の工夫について紹介す
る。なお，微粉塵グラウトとは，砕石工場から排出される副産
物の脱水ケーキにセメント・水を練り混ぜて生成したスラリー
状の充填材である。

（水土の知７８―１，pp．６６～６７，２０１０）
微粉土モルタル，グラウト閉塞工，充填工，地すべり，

既設トンネル

（技術リポート：京都支部）
豊田土地改良区による水田魚道の設置とその効果

佐藤 邦彦・青地 宣之

愛知県は２０１０年１０月に名古屋市で開催される「生物多様
性条約第１０回締約国会議（COP１０）」に向けた事業として，
水田地域に生息する魚類等の生物多様性を保全する「水田魚道」
の取組みを実施している。これは県が公募により団体を募集
し，審査・確認を経て選定された団体が「水田魚道」（県が提
供）を設置するものであり，９団体により県内１０カ所で展開
している。団体は設置のみならず維持管理，魚類等の調査，観
察を行う。土地改良事業において環境への配慮は不可欠の要素
であり，農業水利施設の維持管理においては多面的機能を活か
し地域住民と一体となった水利施設の維持管理方策が求められ
ている。本報では，その具体例として豊田土地改良区による
「水田魚道」の取組み状況を紹介する。

（水土の知７８―１，pp．６８～６９，２０１０）
水田魚道，生物多様性，COP１０，環境配慮，土地改良

区

（技術リポート：中国四国支部）
老朽化したダムの設備改修

土井 祥久・仙波 昌夫

国営かんがい排水事業で建設し，４０年を経過したダムの主
な設備の老朽化の現状についてふれ，設備改修のため実施す
る，基幹水利施設ストックマネジメント事業での取組みについ
て紹介する。特に本年度から実施する，取水および放流設備の
改修工事について，通常水位を保持した状態での工事施工とな
るため，工事期間中の取水方法や課題について紹介している。
高度な技術を要する現地での作業は来年度以降であり，具体的
な施工事例や現地作業における課題等については，改めて報告
したい。

（水土の知７８―１，pp．７０～７１，２０１０）
ダム設備，設備改修，老朽化，取水設備，仮締切，ダム

管理
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（技術リポート：九州支部）
北新地地域の暗渠排水における排水不良の原因解明と対策

磯本佐知子・永井 寿治

本地区は熊本県の南部に位置し，八代海に面した干拓地であ
り，県営事業により平成１８年度から暗渠排水を施工したにも
かかわらず，一部の圃場で，想定した機能が発揮されず，事業
の目的でもある営農状況の改善および水田の汎用化に支障をき
たしている箇所があるとの報告があった。本報では，排水不良
となった原因解明と対策について述べる。

（水土の知７８―１，pp．７２～７３，２０１０）
暗渠排水，透水係数，水みち，弾丸暗渠，干拓地
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